
メガワット級海流発電システムについて 
 

(財)エンジニアリング振興協会 

  
（１）(財)エンジニアリング振興協会（会長：増田信行）は、海流発電機としては世界最大

級である、定格出力２メガワット（ＭＷ）（流速２．５ｍ／ｓ時）の発電システムを開

発、事業化するため、昨年度から基本設計を開始した。同協会内に、産学から構成さ

れる「メガワット級海流発電システム実用化ＦＳ検討委員会」（委員長 東京大学山口

一教授）を設置し、平成２１年度末までに基本設計と実用化への課題を抽出すること

としている。本事業は、(財)機械システム振興協会が(財)ＪＫＡの競輪補助金の交付を

受け、その財源をもとに受託した事業である。 
 
（２）本システムの実用化は、鳩山新政権が提唱した「ＣＯ２排出量を２０２０年までに  

１９９０年比で２５％削減する」という目標を掲げる我が国にとって、ＣＯ２削減に貢

献することができる。また、海流という海洋未利用エネルギーを利用した新たな電源

に繋がる技術開発にもなり、新産業創出や地域振興に繋がる可能性がある。特に、デ

ィーゼル発電に頼らざるを得ない内外の離島等における環境に優しい低炭素電源とし

ての利用が期待できる。 

 

（３）海流発電には、①日本周辺には黒潮流域等の膨大なエネルギーポテンシャルがある

こと、②運転時にＣＯ２を排出することが無く、環境負荷が極めて小さいこと、③風力

発電や太陽光発電と比較して出力が安定していること等の利点がある。 

 

（４）これまで海流発電は、タービンの製造コストが高いことに加え、鋳造品のタービン

は直径１１ｍ程度が製造限界であること、ＦＲＰ（繊維強化プラスチック）製品の場

合は海中での強度に不安がある等の技術的な課題があった。 

 

（５）これらの課題を克服するため、本事業では２００３年に日本で風力発電用に開発さ

れた「ループ型タービン」を海流発電に応用するものである。日本の独自技術に立脚

した「ループ型タービン」の採用によりタービン直径を大幅に大型化でき、高出力、

高効率の発電が可能となる。このため、プロペラ方式と比較して単位電力あたりの発

電コストを大幅に低減できる。 

また、「ループ型タービン」は流体力学を応用した特徴的な形状を持ち、均質の薄板

を曲げて製作するため、加工しやすい上、軽量化かつ大型化をはかることができる。

さらに、構造的にも強く、耐久性に優れるという利点がある。 
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（６）因みに、開発中の２ＭＷの海流発電機のタービンの直径は、直径３３ｍ（約１１階

建てビルに相当）、発電機全体では高さが約５０ｍである。 
海流発電の原理は、海の流れ（運動エネルギー）を、羽根（タービン）の回転を介

して、電気（電気エネルギー）に変換するものであり、流速とタービンが描く面積が

出力を決める大きな要素となる。また、２ＭＷのシステムによる予想年間発電量は約

７，６００，０００ｋＷｈ／年であり、一世帯の年間電力消費量を３，６００ｋＷｈ

／年とすると約２，１００軒分に相当する。さらに、予想年間発電量をＣＯ２排出量に

換算すると年間で約４，２１８ｔ-ＣＯ２となる。 

 
（７）平成２０年度は、実証機の１／５０スケールで設計発電量が約５００Ｗの模型試験

機を設計・製作した。模型試験機を用いた水槽試験において、水中での作動を確認し、

約４００Ｗの発電に成功した。また、本発電システムの基本特性から、システムの有

効性を確認した。 
 
（８）海外では、海洋エネルギー発電で最先端を走っている英国の Marine Current Turbines

社（ＭＣＴ）は、潮流エネルギーを活用する SeaGenプロジェクトにおいて１．２ＭＷ

の実証機の設置を終了するなど実用化への大きな前進が見られている。 

他方、我が国の施策でも海流発電を含む「海洋エネルギーの利用」は「海洋基本計

画」の中で「海流発電等の効率性・経済性向上のための基礎的研究を進める」ことが

提唱され、早急に推進すべき課題として期待されている。 

 
（９）今後、実証機の基本設計、海中における設置方法、メンテナンス、運転管理及び系

統連係等について検討を進め、平成２３年度以降の実証試験実施を目指す予定である。 
 

    
模型試験機（本体及びタービン）の外観（約１ｍ×１ｍ×１ｍ、タービン直径６６ｃｍ）。 

 
お問い合わせ先 
財団法人 エンジニアリング振興協会 技術部 海洋開発室 

港区西新橋 1-4-6 電話 03-3502-4491 FAX 03-3502-4964 




